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第7回地方都市等における地震防災のあり方に関する専門調査会 

「中山間地等の復興」「ライフライン・インフラの早期復旧」 
（概要） 

資料３ 



「中山間地等の復興」 
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１．検討の趣旨 

■中山間地の現状と復興に関する課題 

中山間地等の現状 

生業（職）と住まい（住）の近接 

集落内での他者との関わりの深さ 

自然（山林・河川等）との共存 

多様な伝統文化・景観 

基礎自治体の弱さ 
 →人員・財政力の総体的な弱さ 
 →合併による広域化 

高齢化・過疎化の進展 
→コミュニティ、集落互助機能の低下 
→社会インフラ（交通・医療・金融・教
育等）維持の困難化 

条件不利、公共事業減少など産業構
造の変化 

 →耕作放棄等による農林地の荒廃 
 →産業低迷・経営悪化、低水準所得 

既往災害に見る震災復興の課題 

生業（職）と住まい（住）が同時に被災 

 コミュニティが分断 

河道閉塞、集落孤立などにより長期
避難が発生 

被災により自然環境、文化財等の地
域資源が変容 

復興に関するノウハウの不足 

被災により集落機能が低下・喪失の
恐れ 

被災を契機として、離農や廃業等、衰
退傾向が加速 

 中山間地等の集落においては、高齢化の進展や集落の立地条件など、都市部の集落とは全く
異なる特徴を有しており、災害の発生を契機に、限界集落や高齢社会、自然環境との共生などの
大きな問題が顕在化する可能性がある。 
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２．検討の枠組み 

■中山間地の復興課題に対する検討の方向性 

既往災害に見る震災復興の課題 

生業（職）と住まい（住）が同時に被災 

 コミュニティが分断 

河道閉塞、集落孤立などにより長期避
難が発生 

被災により自然環境、文化財等の地域
資源が変容 

復興に関するノウハウの不足 

被災により集落機能が低下・喪失の恐
れ 

被災を契機として、離農や廃業等、衰
退傾向が加速 

①復旧・復興の進め方 

②コミュニティ・生活・集落
の再建 

③産業の再建 

 中山間地等の復興においては、住民自らが集落の将来像を考慮し、集落の望ましい再建方法
や、集落のコミュニティの再建、また農林漁業や観光業等の地方都市における生業の再建につい
て、検討しておく必要がある。 

 このため、被災市町村の復興に関する経験や教訓を検討項目ごとに整理し、震災復興における
中山間地等の復興の取組の方向性について検討する。 

望ましい復旧・復興の進め方等の検討 

 孤立集落等の中山間地集落の再建方策の検討 
 生業・住宅の再建を含む生活再建を円滑に実施するた
めの体制の検討 

 地域コミュニティ再建についての検討 

 望ましい長期避難手法の検討 

 復興を支援するための効果的な財政・金融上の措置
等のあり方の検討 

 被災地の産業再建における資金支援方策等についての検討 

 地元の業者が連携した応急、復旧、復興対策の実施による雇
用・収入・維持、地域経済再建の方策についての検討 

 中小企業ＢＣＰの活用についての検討 

【検討しておくべき項目】 
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３．論点小分類ごとの課題・対策の方向性 
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３－１． 復旧・復興の進め方 

(1) 将来ビジョンを制約する様々な条件 
• 中山間地は、高齢化、過疎化の進展などさまざまな課題を抱えている。 
• 中山間地等では、生産の場、生活の場、及び自然が一体であり、災害によってこれらが同時に被災するおそれがある。 
• 中山間地等では一人ひとりに地域の歴史が刻まれており、被災による住民等の復興への喪失感、精神的ダメージは大

きなものとなることがある。 
• 中山間地等は産業や暮らしの面で条件不利地域であり、個人や集落などのレベルでは対応しきれない場合がある。 

課題 

• ため池や急傾斜地など、中山間地等は、地震や豪雤で決壊して下流の家屋等に影響を及ぼす要因がある。 

(2) 災害の再発リスク 

• 災害を契機に、地域の住民同士の繋がりが希薄になることにより、復興後に人口減尐等の問題が生ずることがある。 

(3) コミュニティの断絶 

(1) 住民の主体性や経験不足 
• 集落の将来計画づくりや、地域経済の活性化の取組む主体として、従来の自治組織だけでは限界がある。 
• 集落再建・復興に関する合意形成やそれに基づく、再建に時間がかかることがある。 

(2) 専門的知識や経験の欠如 
• 災害復興において、被災者が主体的な選択と取組を行うための経験や知識に乏しいことがある。 

(3) 受援力が小さい 
• 中山間地等の市町村では、専門技術者が尐ないことや、合併等により職員数が減尐しており被災者への応急対応に十

分対応できないことが考えられる。 
• 中山間地等の災害においては、地域コミュニティのつながりが強いため、被災者が地域外からの支援を受けることに

抵抗を感じることも多い。 
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①．復興の方向性を検討する際の課題 

②．復興の進め方に関する課題 



３－１． 復旧・復興の進め方 

(1) 将来ビジョンに基づく復興への取組み 
• 地域特性を生かし、地域の持続可能性を高めるような将来ビジョンや将来計画を定めることが必要である。 
 

 
• ハードとソフトが連携した、一体的な復旧・復興が必要である。 

• 郷土、土地への強い愛着に留意し、従来の文化・慣習に合わせた暮らし、生産・産業という軸で取り組むこと
が必要である。 

• 復旧・復興の初期段階においては、行政がきっかけを作り初期活動を支援するとともに、災害を契機に生ま
れる新たな繋がりなども活用することも重要である。 

対策 

 輪島市門前町総持寺周辺の
復興のまちづくり 
 

 門前町として栄えた歴史のある
地区で、地震により被害を受けた
建物や公共施設の復旧に合わせ
た、街並みの復興が求められた。
このため、市の「街並み環境整備
事業」等を活用し、建物の復旧に
合わせた修景整備を進めた。 

 中山間地等のもつ自然環境   ✓  生活・文化の多様性 等 

（出典）石川県「能登半島地震記録誌」 

（出典）輪島市門前町總持寺周辺地区まちづくり協議会「修復啓発パンフレット『地震  でもあきらめないで！』」 
（同協議会「能登半島地震被災住宅修復手法検討モデル調査報告書 資料編（平成20 年3 月）」） 

図 街並みの修景に合わせた建物の修復例 
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①．復興の方向性を考える際に必要な視点 



(2) 次の災害への備えとしての復興 
• 次の災害に対する備えとして、行政と施設管理者である地元集落などが連携した減災に取り組むことが必要
である。 

 京都府亀岡市宮前町神前 

ワークショップにより、ため池の管理､水田の保水機能､地形､山林の植栽状況等を総合的に勘案
した、ハザードマップが作成された。 

図 京都府亀岡市宮前町神前のワークショップで作成された危険個所マップ 
（出典）内田和子「行政と住民の連携によるため池ハザードマップの作成 -京都府亀岡市神前区を事例として-」岡山大学大学院
社会文化科学研究科紀要 第28 号（2009.1） 

３－１． 復旧・復興の進め方 対策 
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①．復興の方向性を考える際に必要な視点 



(3) コミュニティの継続性への配慮 
• 復興への取組に際しては、避難所生活から応急仮設住宅等での暮らし、恒久住宅への入居などの被災
者生活再建の各段階において、きめ細かくコミュニティ維持や構築に配慮することが重要である。 

• 他地域との繋がりや新たな人材を含めた地域コミュニティの活性化、近隣集落等と連携した新たな自
治機能の再編等、地域コミュニティの再構築に取り組むことも必要となる。 

 地域復興支援センター 
  （新潟県） 

 
これまで各地のボランティアセン
ターなどが果たしてきた地域の福
祉的見守り、復興イベント等の実
施支援などの業務を、引続き実施
しながら地域づくりやまちづくり
の支援を行っていく目的で設置さ
れた。 

（出典）財団法人山の暮らし再生機構ＨＰ 

３－１． 復旧・復興の進め方 対策 
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①．復興の方向性を考える際に必要な視点 



(1) 住民主体の復旧・復興計画策定、合意形成への取組 
• 住民が主体性をもって復興目標の設定や計画づくりに取り組むための参加と協議の場を用意すること
が必要である。 

• 集落の将来計画づくりや地域に新しい経済を生み出すための取組には、従来の自治組織を補完するよ
うな新たな農山村コミュニティを構築することも有効とされる。 

• 被災前から集落の将来像や集落の将来計画に関し、住民等が意見交換する場を設けて検討するなど、
事前の取組みを行うことが、円滑な復興の事前準備としても有効である。 

小千谷市 
 

 小千谷市では、新潟県中越地震で壊滅的
被害を受け、市民からも行政と市民が一緒
に復興計画の策定に取り組む必要があると
の声があがった。そこで、市の企画財政課
が事務局となり、大学、市職員によるワー
キングが組織され、ワークショップなどに
よる市民も参加しての計画づくりが進めら
れた。 

（出典）小千谷市復興計画（平成１７年７月） 

３－１． 復旧・復興の進め方 対策 
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②．復興の進め方 



(2) 専門家、ＮＰＯ等との連携 

• 被災地方公共団体では、専門家やＮＰＯに関わる関連情報の収集や受入窓口の設定を行
うなど、専門家・ＮＰＯの受入体制を整えることが必要である。 

• 被災地方公共団体は、専門家、ＮＰＯ等と連携して活動したり、中間支援機能活動を支
援することが重要である。 

（出典）国土交通省土地総合情報ライブラリーＨＰ「柏崎えんま通り復興協議会 エリアマネジメント調査報告書」 

柏崎市 
 新潟県中越沖地
震で被災した柏崎
市では、被災した
「えんま通り」商
店街の復興に地元
４大学（新潟工科
大学、新潟大学、
長岡造形大学、長
岡技術科学大学）
が連携して、ボラ
ンティアによる支
援を行い、復興ビ
ジョンの提案をま
とめる支援を行っ
た。 

３－１． 復旧・復興の進め方 対策 
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②．復興の進め方 



(3) 受援方策の準備 
• 被災地方公共団体では、国・関係機関等からの専門技術者派遣の仕組みを積極的に活用した支援が望
まれる。過去に復興対策や事業を経験した職員を活用することも有効である。 

• 被災地方公共団体では被災地外ＮＰＯなどを受け入れるための窓口を設置し、被災者による支援の受
入をサポートすることが望ましい。 
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中越大震災ネットワークおぢや 
 新潟県中越地震の経験を踏まえ、発生時、経験者としてアドバイスをする、あるいはノウハウ
を提供する人的なつながりを生かすため、地方公共団体の災害対応関係者のネットワーク組織と
して「中越大震災ネットワークおぢや」が設立され、研修などが行われている。 
 （平成２３年９月１日現在 加盟自治体数６４（県・市区町村） 

（出典）中越大震災ネットワークおじやＨＰ「『平成２２年度 総会及び研修会』（概略版PDF）」 

図 「中越大震災ネットワークおじや」研修会（平成２２年度）の様子 

３－１． 復旧・復興の進め方 対策 

②．復興の進め方 



３－２． コミュニティ・生活・集落の再建 

(1) 従前コミュニティの維持の困難 
• 中山間地等では、地域の互助・共助機能が住民の日々の生活に大きな役割を果たしているが、避難所や仮設住宅生活

等、居住地を離れて生活せざるを得なくなった場合に、従前のコミュニティの維持が困難となる場合がある。 

課題 

• 集落としてのまとまりの上で中核となる施設等が被災すると、コミュニティ活動に支障が生じることがある。 

(2) コミュニティの核となっている施設等の喪失 

• 中山間地等においては、高齢化・過疎化など日頃から地域の抱える課題があり、これが災害により深刻化する可能性
がある。 

• 被災により、耕作放棄地の発生など一次産業が弱体化し、生活基盤の構造が変化する可能性がある。 
• 漁村等、比較的狭い範囲に住家等の集まる集落型の密集市街地が全体的に被災した後、従前通りの密集型の集落の再

建が防災の観点からできなくなり、市街地そのものの姿が変わる可能性がある。 
• 公共交通の廃止や集落そのものの縮小等により、復興後の集落の維持が難しくなる等の問題が発生する場合がある。 

(1) 被災者ニーズの復興過程における変容 

• 被災者の住宅再建、生業再建などにおいては多様なニーズがあり、そのニーズは時間経過とともに変化していく。 

• 応急危険度判定などの結果に対する誤解などから、補修による対応が可能な被災程度でありながら、補修を断念して
解体してしまう等、住宅再建への取組みが円滑さを欠いたケースが生じている。 

• 高齢者等、比較的低所得の住民が多く、住宅再建における経済的負担が大きい。 
• 財政基盤が脆弱な地方都市にとって、公営住宅の新規建設は大きな財政負担となる。 

(2) 住宅再建に対する自治体および住民の知識や経済力の脆弱性 
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①．地域コミュニティ再建における課題 

②．被災後の集落構造における課題 

③．生業・住宅の再建を含む生活再建における課題 



３－２． コミュニティ・生活・集落の再建 課題 

(1) 避難が長期化するリスク 

• 中山間地等の地震災害では、大規模な土砂災害の発生等に対する二次災害の防止措置や、積雪等による工事期間の中
断などにより、避難が長期化する可能性がある。 

• 避難の長期化は、家屋や耕作地等の被害拡大などにも繋がることが尐なくない。 

(2) 生活基盤や財産への影響 

• 避難が長期化することで、生活や事業の再開が困難になることがある。 

(3) 生計維持の困難、事業者の倒産等の可能性 

• 住宅再建に際して地域特有の資材を用いたり、伝統的な工芸品の生産再開に向けた作業場等の再建、特産の農産物等
の生産再開に向けた農地や家畜の飼育場所の設置等、被災者、コミュニティによっては、既存の制度や従来の復興基
金等の枠では想定していないような、きめ細かなニーズが考えられる。 

13 

④．長期避難中における課題 

⑤．地域特有のニーズに対応した復興支援に必要な財政・金融上の課題 



３－２． コミュニティ・生活・集落の再建 

(1) 復興の各段階を通じたコミュニティ維持への配慮 

• 避難所生活から住宅再建まで、被災者生活再建の各段階において、コミュニティの維持や構築にきめ
細かく配慮することが重要である。 

• 公営住宅を活用する場合には、必要に応じて従前居住地の近隣での公的住宅供給や、従前のコミュニ
ティを維持しやすい形での公的住宅供給に取り組むことも考慮することが望ましい。また、公営住宅
入居者等への中長期的な配慮も必要である。 

集落ごとの仮設住宅への入居（新潟県） 
 新潟県中越地震では、応急仮設住宅等におけるコミュニティ維持対策として、集落ごとにま
とまった仮設住宅が割り当てられた。 
 
（集落ごとにまとまった仮設住宅が割り当てられたことによる効果） 
 お互いが顔見知りのまま、協力して生活することができた。 
 入居者同士の連絡体制も構築しやすく、生活や防災に必要な情報収集や情報共有が確実

に行われた。 
 除雪や草刈りなどの日役的な行為を公平に負担する仕組みをつくりだすことができた。 
 高齢世帯には無理を強いることなく、公平な中にも互助的な仕組みを取り入れるという

応用も見られた。 
 集落単位の重要な意思決定については、集落構成員全員で議論を重ねて合意形成を図る

ことができた。 

（出典）福与徳文ほか「中越地震における農村コミュニティ機能」農業土木学会誌(水土の知),第75 巻第4 号.（2007）,p11-15 

対策 
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①．地域コミュニティ再建方策 



• 公民館など、コミュニティの中核となる施設等の復旧・再建を支援することも必要である。 

(2) コミュニティの核となっている施設等の再建支援 

離村後の集落におけるコミュニティ拠点の設置 
 新潟県中越地震で全戸離村を決定した長岡市竹之高地集落では、住民が離村した後の旧集落に
集会所などが復興され、離村村民のコミュニティ拠点となっている。 

長岡・竹之高地、住民ゼロ神社再建 
 

 中越地震で境内が崩れ落ちるなどの被害を受け、移転再建を進めていた長岡市竹之高
地町の神社、不動社が完成し、このほど同町出身者らがご神体を移す遷宮 式を行った。

地震前には十一世帯あった同町だが、もとの場所に再建予定の家がなく、現在は住民ゼ
ロの状態。地域の中心だった神社再建は「心のよりどころの ふるさとをなくしたくない」とい
う出身者らの願いで実現した。 
 

 同町は地震で避難勧告を受け、住民は仮設住宅や平場にある子どもの家に身を寄せた。
同集落の大半が高齢者世帯のため、住民は勧告解除後も雪下ろしや通院の利便性など
から公営住宅など平場に移り住み、集落には養鯉や畑仕事などで日中に訪れる人がいる
だけとなった。 （出典）新潟日報（平成１８年１１月２９日） 

３－２． コミュニティ・生活・集落の再建 対策 
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①．地域コミュニティ再建方策 



• コミュニティの維持、中山間地等の多様性の維持などの観点からの原形復旧では安全が確保できない
場合には、地域内で新たに安全な場所を確保し集落を再建したり、集落の再編や集落間連携を行う
ケースもある。 

山古志村（現長岡市） 
 新潟県中越地震で被災した山古志村（現長岡市）の楢
木集落では、従前集落に隣接した小学校跡地及びその周
辺に新たな宅地を造成し、集落を再建している。 

• 集落の移転には、移転誘導型再編と集落移転型再編があ
り、被災地の住民ニーズを踏まえた取組が必要である。 
 
 
 
 
 

• 原形復旧の原則のみに縛られず、地域の実情や持続可能
性を考慮した社会基盤の復旧・再整備を検討することも
重要である。 

• 集落の社会基盤として、施設・設備などハード面の復
旧・整備ばかりでなく、医療体制や生活交通の確保、集
落の維持・活性化などに向けた人的支援など、いわゆる
ソフト面の取組も重要である。 

（出典）内閣府「中山間地等の地震災害等における復旧・復興対策調査報告書（平成２３年３月）」 

図 山古志村（現長岡市）の楢木集落の集落再建事例 

川口町（現長岡市）小高地区 
 防災集団移転事業により18 世帯が１つの団地に移転、
１世帯が地区に残り、他は個別移転した。 

３－２． コミュニティ・生活・集落の再建 対策 
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②．中山間地集落の再建方策 



(1) 将来ビジョンに基づく復興への取組み 
• 被害認定から住宅再建・生活再建に至る一貫したきめ細やかな支援を行う上では、被災者情報を集約
しこれを生活再建支援に活用する仕組みが重要である。 

• 被災者の多様なニーズに対応するため、保健、福祉、法律、建築等、税などの専門家による相談体制
構築も望まれる。 

災害復興まちづくり支援機構（東京都） 
 弁護士、建築士などいわゆる「士業」の専門家が連携して
被災者を支援する組織であり、被災地の住民相談の窓口支援
を行う等の活動を行っている。 

住宅相談窓口の設置 
 被災自治体では、被災者の住宅再建に関する住宅相談窓口が設置されている。 
（能登半島地震の事例） 
 「いしかわ住宅相談・住情報ネットワーク」の会員（社団法人石川県建築士事務所協会、社
団法人石川県建築士会、財団法人石川県建築住宅総合センター、独立行政法人住宅金融支援機
構、社団法人石川県宅地建物取引業協会、石川県消費生活支援センター、社団法人石川県建築
組合連合会及び社団法人日本建築家協会北陸支部）の協力のもと住宅相談会を開催した。 

（出典）石川県「能登半島地震記録誌」 

（出典）災害復興まちづくり支援機構ＨＰ「中越沖地震「被災地士業合同相談会」に参加して」 

３－２． コミュニティ・生活・集落の再建 対策 
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③．生業・住宅の再建を含む生活再建の円滑な実施方策 



(2) 中山間地の特性に応じた居住確保の取組 
• 不必要な解体を可能な限り避けるため、早期に家屋修理に対する支援メニュー等を準備し、これを被
災者に積極的に周知することが望ましい。 

• 地元の工務店、ＮＰＯなどを活用し、早期に修理を実施できる体制を構築することも必要である。 
• 住宅再建における経済的負担の軽減を図るため、被災者が取得・賃借可能な価格で住まいを再建する
ことを可能とする廉価な住宅の供給に取り組むことが必要である。 

被災住宅の修理に関する補助 
 （石川県） 
 能登半島地震の際に石川県は、
傾きはしたが崩壊を免れた住宅が
多かったことから、「能登ふるさ
と住まい・まちづくり支援事業」
で、被災住宅の建て起こしによる
修復を補助対象とした。 
 この支援事業は、地元まちづく
り協議会がこの支援事業の窓口と
なり、さらに「景観配慮」につい
ては、審査基準の作成及び適合状
況の審査を行うこととなっている。 
 このため被災地の各地で区長会
という既存コミュニティ組織を活
用し、住まい・まちづくり協議会
が発足した。被災地の住宅とまち
の復興の一翼を、地元まちづくり
組織が担うという極めて特徴的な
スキームとなっている。 

（出典）輪島市門前町總持寺周辺地区まちづくり協議会「能登半島地震被災住宅修復手法検討モデル調査 報告書（平成20 年3 月）」） 

３－２． コミュニティ・生活・集落の再建 対策 
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③．生業・住宅の再建を含む生活再建の円滑な実施方策 

（※１）単身世帯の場合は支給額は７５％ 
（※２）新しい生活再建支援金制度での 
    基礎支援金（旧制度での生活関係 
    経費（生活必需品購入費など） 
    相当分）を含む 
（※３）県の被災者生活再建支援制度に 
    は変更なし 
（※４）住宅金融支援機構の災害復興住 
    宅融資制度を利用した場合の最大 
    融資額 
（※５）住宅金融支援機構の災害復興住 
    宅融資制度の利率を上限とする 



(1) 被災者へのケア等 
• 応急仮設住宅のユニバーサルデザイン化、医療・介護の適切な提供や、避難の長期化が被災者にも

たらすストレスへのケアも必要である。 
• 高齢者等が可能な限り地域コミュニティの中で過ごせるよう、応急仮設住宅等における医療・介護

体制の構築に取り組むことが必要である。 

（出典）内閣府「中山間地等の地震災害等における復旧・復興対策調査報告書（平成２３年３月）」 

仮設住宅団地における生きがい健康農園の設置 
 新潟県中越地震で旧山古志村（現：長岡市）住民が長期避難
した仮設住宅団地には、生きがい健康農園が整備された。 

３－２． コミュニティ・生活・集落の再建 対策 
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④．長期避難中の対応 



(2) 財産保全等への配慮 
• 安全対策に配慮しながら、一時帰宅の実現、一時帰宅などを通じた財産等の持ち出し支援や家屋の

保全への取組も重要である。 

• 避難が長期化する場合には、避難期間中における生計維持、事業の継続などを積極的に支援するこ
とで、生活や事業の再開が困難にならないよう配慮することが必要である。 

(3) 生計維持、事業者の倒産防止などへの措置 

岩手・宮城内陸地震における一時帰宅を考慮した仮設道路の復旧 
 「８月３日、待っていた仮設道路が完成し、ようやく陸路で耕英地区に一時帰宅できるよう
になりました。この日、耕英地区から持ち出すことができなかった自動車６０台を搬出するこ
とができました。」 

（出典）くりこま耕英震災復興の会編「山が動いた」 

三宅島特産農産物種苗等の栽培・保全事業「ゆめ農園」「げんき農場」（東京都） 
 長期の全島避難となった平成１２年（２０００年）三宅島噴火災害では、島民向けに避難先
である東京都内に農場等を確保し、避難島民による島の特産物栽培や種苗の確保がなされた。 

（出典）東京都「三宅島噴火災害誌」（平成１９年３月） 

３－２． コミュニティ・生活・集落の再建 対策 
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④．長期避難中の対応 



(1) 中山間地等のニーズに合わせたメニューの設置 
• 被災者、コミュニティのニーズに柔軟に対応するためには、義損金配付、復興基金の設置をはじめ

とするさまざまな取組が必要である。 
• 既存の交付金制度を活用して、被災地の復興への取組支援を創意工夫することも望まれる。 

分野 基金に概ね共通のメニュー 中山間地等に特有のメニュー例 

住宅再建 

・持ち家建替／購入／修繕 
・賃貸住宅再建／建設 
・宅地防災工事 
・住宅再建相談 
・仮設住宅関係 

○越後杉で家づくり（中越） 
○県産瓦使用屋根復旧（中越） 
○雪国住まいづくり（中越） 
○能登ふるさと住まいまちづくり（能登） 

生活再建 

・生活復興・安定対策 
・健康づくり 
・被災者相談 
・情報提供 
・ボランティア活動 
・コミュニティ拠点 
・生活環境改善 
・住宅環境改善 
・生活困窮者対策 

○集落再建ソフト事業(中越) 
○地域復興支援員(中越) 
○地域復興デザイン(中越) 
○地域特産化／交流(中越) 
○交流プラットフォーム(中越) 
○地域復興人材育成支援(中越) 
○地域貢献型中越復興研究(中越) 
○震災復興地域づくり(能登) 

産業再建 

・災害復旧資金借入者対策 
・事業再開 
・観光復興の取組み 
・被災商店街復興の取組み 
・地域産業復興の取組み 

○製造業技術継承(中越) 
○復興計画作成(能登) 
○施設、設備復旧(能登) 
○保管庫借上(能登) 
○地域共同販売所(能登) 

農林水産業再建 
・災害対策資金 
・農林業経営再建 

○家畜や鯉の処分、避難、預託(中越) 

（出典）青田良介「被災者支援にかかる災害復興基金と義援金の役割に関する考察」（平成22年度関西学院大学災害復興制度研究所紀要） 

表 既往の復興基金メニューの比較 

３－２． コミュニティ・生活・集落の再建 対策 
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⑤．復興を支援するための効果的な財政一金融上の措置等のあり方 



３－３． 産業の再建 

(1) 農林漁業の持続が困難 
• 田畑や酪農、養殖業等、継続的な世話等が求められる業種については、被災による長期避難や、土地等の形状の変化
（田畑の地盤変動、農業用水の途絶等）により、業務が再開可能となっても従来通りに取り組めない可能性がある。 

課題 

• 地方都市における地場産業が衰退傾向にある等、産業の再建は被災地の将来にとって重要な課題である。 
• 個人事業主などの零細商工業者においては、個別の再建が困難な場合も尐なくない。 
• 地震により発生した風評被害等により、産業が大きく影響を受けることもある 

(2) 商工・地場産業、観光業等の再建が困難 

(1) 災害対策需要が被災地域の経済再建につながらない可能性 

• 災害対策重要による資金が被災地域外に流れてしまい、被災地域の雇用や収入維持の悪化が見られる場合がある。 

• 災害による直接・間接的な影響で遠のいた観光客等を、ふたたび呼び戻すことが困難な可能性がある。 
• 災害のメモリアルとなる断層・火山等、災害の影響が地域経済にとってチャンスとなることも考えられるが、地元で

の取組みが行われないと、時期を逸してしまうことも懸念される。 

(2) 被災経験を地域経済の活性化につなげる意識の不足 

(1) 事業の早期再開や事業継続が困難 

• 一次産業の事業継続では、作物の育成や家畜等の飼育に時間を要する。 
• 国内外との競争にさらされている地場産業等は、関係する事業者間の繋がりなどが重要な役割を果たしている例も多

いため、早期に事業が再開できなければ競争から遅れる可能性がある。 

• 中山間地等の事業者の中には、BCPが未だ策定されていないところも多い。 

(2) ＢＣＰ策定等への取組が途上 
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③．中小企業の事業継続計画に関する課題 

②．雇用・収入維持、地域経済再建における課題 

①．被災地の産業再建における課題 



３－３． 産業の再建 

(1) 農林漁業の持続可能性を高める復旧支援 
• 中山間地等の第一次産業がもたらしている多面的な機能の重要性の観点も踏まえ、産業の「持続可

能性」を高めるような復旧・復興に取り組むことが重要である。 
• 耕作地が被災した場合、放棄された耕作地が荒廃して周辺に悪影響を及ぼすことを防ぐ対策も必要

となる。 

（出典）新潟県農地部／新潟県農村振興技術連盟「中越大震災から５年の歩み～農業農村の復旧と復興～」 

組織化による農業再建 
 
 新潟県中越地震で被災程度が
大きく、集落ぐるみの営農再建
が必要と判断された中山間地域
の166 集落を対象に、県、市町、
農業団体が連携して生産の組織
化等の営農体制づくりの話し合
いを支援した結果、68 集落で
生産組織（農業法人）が設立さ
れた。 
 
 

地域農産物の活用 
 
 営農組合では、地域の伝統的
な野菜、加工品の販売等の取組
みが行われた。 

対策 
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①．被災地の産業再建における支援方策等 



(2) 商工・地場産業、観光業等の再建支援 
• 事業再建を支援するため、たとえば農商工等連携促進法を活用等による農商工連携による新商品開

発や販路の拡大等に対する支援などを検討することが望まれる。  
• 風評被害等に関しては、地域の観光施設等が連携して観光キャンペーンを展開するなどの取組が望

まれる。 

地域食材レストランの開店 
  
 新潟県中越地震で被災した山古志村虫亀地区では、地域のお母
さん達が復興基金を活用して食堂「多菜田（たなだ）」をオープ
ンし、新鮮な野菜を使った農家レストランが県の復興事業の一環
として始められた。 

６次産業を推進するための農業振興、商品開発、ブラン
ドづくり 

  
 栗原市では地震の翌年に、第六次産業育成の一環で、安全・安心
で消費者が魅力を感じる産品を「栗原ブランド」として認定する制
度を創設しており、耕英地区のいちごやいちごジャムもこの認定を
受けて、市による市内外へのPR や販路の拡大の支援を得ている。 

（出典）内閣府「中山間地等の地震災害等における復旧・復興対策調査報告書（平成２３年３月）」 

３－３． 産業の再建 対策 
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①．被災地の産業再建における支援方策等 



(1) 災害対策需要を活用する仕組みの構築 
• 災害対策や復旧・復興資金が地元経済へ還流する工夫が必要である。  
• 災害復旧関連の雇用を被災者の生計維持に活用することが重要である。 
• 自治体が実施する災害対応業務のワークシェアリングや災害対応業務に関連する雇用の創出、職業

訓練の実施などに取り組むことも考えられる。 

弁当プロジェクト 
  
 新潟県中越沖地震では、３年前の新潟県中
越地震の際に小千谷市で取り組まれた弁当プ
ロジェクトのノウハウを受けて、柏崎市の地
元の組合により平成１９年８月の１ヶ月間で
のべ７万個以上の弁当が供給された。 
 中越沖地震の取組では、行政の発注する被
災者向け弁当だけでなく、ガス、電気などラ
イフラインの復旧工事にあたる職員向けの弁
当を受注しており、被災地に大きな経済効果
をもたらしたと考えられている。 

（出典）永松伸吾「地震に負けるな地域経済：小千谷・柏崎発『弁当プロジェクト』のススメ」 

３－３． 産業の再建 対策 
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②．地元の業者が連携した応急、復旧、復興対策の実施による雇用・収入 
  維持、地域経済再建方策 



専門家、行政、地元工務店等による地域内市場における住宅再建の検討 
長岡市中山間地型住宅検討委員会  

 旧山古志村では、県内産木材（越後杉）、地元の工務店、大工を活用した中山間地域モデル住宅と
して、地域の景観に考慮した安価（モデル住宅のタイプで約1,200万円）な住宅が考案された。 
 この住宅を実現させるために、専門家（建築研究所）、長岡市、新潟県、業界団体、東京の設計事
務所などが一堂に会した「長岡市中山間地型住宅検討委員会」が設置され、検討が行われた。 

３－３． 産業の再建 対策 
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岩田 司「美しい「山古志」を再生する自然素材を活用した復興住宅の開発」 

• （平成１７年１１月２８日）「第４回長岡市中山間地型復興住宅検討委員
会」を開催しました。 委員会は、６月から中越大震災で被災した中山間地
域の住宅再建を目指して、山古志地域の人との意見交換や建設業者とのグ
ループワークを実施しながら景観やコミュニティに配慮した住宅モデルを検
討してきました。 この日の委員会では、安全で低コスト（16坪で約1,100万
円）の６つの復興住宅モデルの設計案を承認。その後、この住宅モデルを生
かした住宅再建の実現に向けて、業者の確保や住民・業者・行政のネット
ワークづくりなど具体的な支援策について意見が交わされました。 

（出典）長岡市ホームページ「市政ダイジェスト（平成１７年１１月）」 

 
• 旧山古志村の公営住宅には、このモデルを踏襲して建設されているものがあ

る。 （右：地元の工務店による復興公営住宅の例） 
（出典）株式会社志田工務店ホームページ ※長岡市の工務店 

【東日本大震災の被災地周辺において、復興需要による活性化も考えられる地場産業】 
• 地元石材による瓦（スレート）を活用（例：石巻市雄勝地区、女川町、登米市） 
  → 採石業者、石材加工業者、工務店・建築業者、設計事務所・デザイナー、関係市町村による 
   住宅再建のモデルプラン等の検討 

• 地元の木材、木工技術を活用（例：岩手県住田町） 

②．地元の業者が連携した応急、復旧、復興対策の実施による雇用・収入 
  維持、地域経済再建方策 

(1) 災害対策需要を活用する仕組みの構築 



• 被災経験・教訓に関する情報発信や災害遺構などの災害メモリアルを活用して、地域経済にも寄与
するような、持続的な情報発信を目指すことが望まれる。  

• 災害で生まれた新たな交流を通じて、被災経験・教訓や復興状況を広く情報発信することを地域経
済の活性化に繋げることも重要である。 

野島断層保存館（兵庫県） 
  
 兵庫県淡路市にある野島断層保存館では、
兵庫県南部地震で現れた国指定天然記念物・
野島断層をありのままに保存・展示し、地震
に備える大切さを伝えている。また、雲仙普
賢岳の噴火災害を記録した雲仙岳災害記念館
（がまだすドーム）は、火砕流や土石流被害
の跡を保存・展示している。 
 

洞爺湖有珠山ジオパーク（北海道） 
  
 自然観察を通じて、生態系や人間生活との
関わりを考える場所がジオパークであり、有
珠山周辺では２０００年３月の噴火後に、噴
火の遺構を観光資源として観察できるよう整
備している。 

（出典）洞爺湖有珠山ジオパークＨＰ「有珠山金毘羅火口災害遺構散策路ガイド」 

３－３． 産業の再建 対策 
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(2) 被災経験を活かした地域経済の活性化 

②．地元の業者が連携した応急、復旧、復興対策の実施による雇用・収入 
  維持、地域経済再建方策 



(1) 事業の早期再開や事業継続への支援 
• 付加価値の高い地域固有の農産物・花弄、畜産が盛んな地域における家畜等への緊急の措置が必要

となる。  
• ライフライン等の産業を支えるインフラの早期復旧を優先的に行うことなども考慮することも考え

られる。 
• 被災地方公共団体が、地場産業等に対し、｢事業の場｣の確保を支援することが望まれる。 

三宅島特産農産物種苗等の栽培・保全事業「ゆめ農園」「げんき農場」（東京都） 
  
 三宅島特産の種苗を、都内に設置した農場（げんき農場、ゆめ農園）や八丈島で栽培し、維持・確保
に努めた。（P19参照） 

（出典）東京都「三宅島噴火災害誌」（平成１９年３月） 

 

ヘリコプターによる家畜の救出（新潟県） 
  
 新潟県中越地震の際、山古志村(現長岡市)の肉牛・乳牛が、全村避難により無人となった村に取り残
されたが、ヘリコプターによる救出が実行され、約１カ月をかけて、１，１００頭余りが救出された。 

（出典）内閣府「中山間地等の地震災害等における復旧・復興対策調査報告書（平成２３年３月）」 

 

工場への水道の早期復旧（新潟県） 
  
 新潟県中越沖地震の際、自動車用エンジンの重要部品であるピストンリングで国内シェア５０％以上
を占める「リケン（株）」の柏崎工場が被災したことにより、国内自動車メーカーが一時生産休止に追
い込まれ、これに関連して他の自動車部品メーカーの生産にも影響を及ぼした。 
 リケンの操業再開には、工場施設の復旧だけでなく、水道の復旧が必要であり、柏崎市としても住民
生活に影響の大きい地元企業の存続のため、早期復旧に尽力した。 

（出典）新潟県「新潟県中越沖地震」 

３－３． 産業の再建 対策 
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③．中小企業ＢＣＰ(事業継続計画)の活用 



制度名 概要 実施者 条件 

防災施設整備 
融資制度 
（BCP融資） 

• 貸付限度額 ７億２千万円 
• 貸付利率 基準利率（ただし、2億7千万円を限度として特別利率） 
• 貸付期間 １５年以内（うち据置期間2年以内） 

日本政策金融公庫（中小企業
事業）、沖縄振興開発金融公
庫 
 

中小企業BCP策定運用
指針に則り、自ら策定
したBCP（事業継続計
画）に基づいて、防災
に資する施設等の整備
を行う中小企業 

小規模企業共済制
度（傷病災害時貸
付け） 

• 小規模企業共済の加入事業者が災害により被害を受けた際に貸付 
• 積立金の範囲内で上限1,000万円 

（独）中小企業基盤整備機
構 
 

小規模企業共済へ加
入して1年を超える事

業者 

中小企業ＢＣＰ支
援制度 

• 防災対策、ＢＣＰ策定において対策上必要となる設備資金、運転
資金の貸し付けについて所定の利率より最大０．３％優遇 

• 運転資金 １０年以内（据置２年以内） 
• 設備資金 １５年以内（据置２年以内） 

全国中小企業団体中央会 借入れ時点で商工中
金に所属しているこ
と 

防災格付融資 • 独自の「防災格付」評価システムにより、防災及び事業継続対策
への取り組みの優れた企業を評価・選定し、その評価に応じて防
災対策資金（耐震補強投資 等）への融資条件を設定 

日本政策投資銀行 
－ 

静岡県 
災害防止対策資金 

• 地震災害を防止するために必要な設備資金、運転資金 
 建物（工場、倉庫、店舗、事務所）の耐震性を向上させるため

の建替え又は改修 等 
• 事業継続計画（BCP）の策定又は実施に必要な設備資金（法令によ

り義務付けられている設備を除く。）及び運転資金 
• １企業・組合 １億円（設備資金と運転資金の合計） 
• 融資利率 （建替え）年１.６％ （耐震補強）年０.９％ 

静岡県信用保証協会 

および取扱金融機関 
県内において、原則と
して1年以上継続して

同一事業を営んでいる
中小企業者（個人事業
者、会社、医療法人）、
組合 

(2) ＢＣＰ策定等への取組の促進 
• 地方公共団体は、ＢＣＰに関する情報提供や、発注先選定にあたってＢＣＰ策定状況の評価などを

通じて対策を促すことが考えられる。 

表 中小企業に対する公的支援制度の例 

各金融機関および静岡県ＨＰより作成 

３－３． 産業の再建 対策 
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③．中小企業ＢＣＰ(事業継続計画)の活用 



「ライフライン・インフラの早期復旧」 

30 



１．検討の趣旨 

■地方都市におけるライフライン・インフラの早期復旧の必要性 

中山間地等の現状 

生業（職）と住まい（住）の近接 

積雪寒冷地、離島等、移動面での条
件不利 

基礎自治体、企業の脆弱さ 

地震災害時に想定される課題 

生業（職）と住まい（住）の両方で電
力・上下水道等の機能が喪失 

復旧作業における作業員や資材の
移動・運搬の困難 

地域外に依存している機能（就労・就
学、医療保健・福祉サービス等）の利
用困難 

復旧に必要な財源の不足 

 地方都市における中山間地等では、地域外と接続している電力、上下水道などのライフラインの基幹部分が
途絶した場合、地域全体が機能を失うことになる。また、道路、港湾、鉄道、バスなどの交通インフラが途絶する
と、生活上の不便だけでなく、これらのライフライン・インフラの復旧作業にも支障が及ぶことになる。 

 このほか、農林漁業や地場産業等、職住が近接しているために生業の再開にも影響が考えられるほか、周辺
の市街地での就労・就学、また通院等にも困難が伴う。 

 加えて、地方都市の自治体や民間企業は、財政基盤が脆弱なため、これらのライフライン・インフラの復旧作
業を円滑に進めるために必要な財源を十分に確保できず、事業の再建自体が危ぶまれることが考えられる。 
  

 こうしたことから、住民の生活基盤となる電力、上下水道などのライフライン、道路、港湾、鉄道、バスなどの交
通インフラの機能を確保し、被災時に早期復旧するため、あらかじめ施設の耐震化を推進するとともに、被災し
ても早期に復旧することが必要である。 このため、地域の再建や生活にとって不可欠なライフライン、インフラ
の復旧の進め方に関する検討を行う。 
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 新潟県中越地震(平成１６年１０月２３日) 
 １１月３日に停電解消 
  ※立ち入り禁止や避難指示区域を除く  

 
 

 東北電力各支店の応援部隊や工事会杜の作業員など２，
０００人と電源車、東京・中部・北陸電力が応援要員
と３４台の電源車を被災地に派遣 

図 新潟県中越地震における電力の復旧状況 
（出典）内閣府「新潟県中越地震における防災関係機関の活動実態調査報告書」 

(平成17年3月) 

（出典）東北電力ＨＰ「新潟県中越地震に伴う停電の解消について」 
(平成16年11月3日) 

 電力被害、復旧状況 

過去の地方都市に
おける地震災害 

新潟県中越地震 
(平成16年10月23日) 

福岡県西方沖地震 
(平成17年3月20日) 

能登半島地震 
(平成19年3月25日) 

新潟県中越沖地震 
(平成19年7月16日) 

岩手･宮城内陸地震 
(平成20年6月14日) 

停電戸数 約31万戸 約2,600戸 約16万戸 35,344戸 29,005戸 

 岩手･宮城内陸地震(平成２０年６月１４日) 
 発災当日にほぼ復旧 
 栗原市栗駒、花山地区の４戸を除き１１月１２日に停電復旧 
   

（出典）内閣府「新潟県中越地震における防災関係機関の活動実態調査報告書」 
(平成17年3月) 

（出典）宮城県「平成２０年６月１４日岩手・宮城内陸地震の被害及び県の対応について（平成２３年４月２９日７時現在（第７３報））」 

２． 過去の地震によるライフライン・インフラの被害、復旧状況の整理 
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 新潟県中越地震(平成１６年１０月２３日） 
• 地震発生直後に約13万世帯で断水 

 1週間後に8割が解消したが、山古志村を除いた11市町村
の合計約2万1,000世帯が断水 

 小千谷市の9割復旧は11月15日、川口町では12月2日まで
要している。 

 川口町の簡易水道は、５つの簡易水道事業体で構成され、
日本水道協会による相互応援制度の枠組みに参画してい
ないため、日本水道協会新潟県支部に対して応援要請が
されたのは10月30日で、地震発生１週間を経過していた。 

図 新潟県中越地震における上水道の復旧状況 
（出典）内閣府「新潟県中越地震における防災関係機関の活動実態調査報告書」 

(平成17年3月) 

（出典）内閣府「新潟県中越地震における防災関係機関の活動実態調査報告書」 
(平成17年3月) 

 上水道の被害、復旧状況 
 過去の地方都市に
おける地震災害 

新潟県中越地震 
(平成16年10月23日) 

福岡県西方沖地震 
(平成17年3月20日) 

能登半島地震 
(平成19年3月25日) 

新潟県中越沖地震 
(平成19年7月16日) 

岩手･宮城内陸地震 
(平成20年6月14日) 

断水戸数 129,750戸 849戸 13,328戸 58,961戸 5,560戸 

 新潟県中越沖地震(平成１９年７月１６日) 
• 58,961戸が断水 

 県は、地震直後から（社）日本水道協会新潟県支部（支部長市：新潟市）に応急給水・復旧の支援を
要請した。一方、被災市町村は、（社）日本水道協会の支援を受けるとともに、独自協定等に基づい
た応援も受け、応急給水や漏水の修繕等を行い復旧を図った。 

  （県内外の応急復旧修繕への応援事業体数は延べ８６事業体、５,４２５人）、 
 これらの多大な応援活動により、中越沖地震による断水は８月４日にすべて解消した。 

（出典）新潟県「新潟県中越沖地震」(平成21年3月) 

２． 過去の地震によるライフライン・インフラの被害、復旧状況の整理 
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２． 過去の地震によるライフライン・インフラの被害、復旧状況の整理 

 新潟県中越地震(平成１６年１０月２３日) 
• 56,800戸が停止 

 12月1日に復旧作業完了 
 ５割復旧まで１週間、その後９割復旧まではほぼ２倍

の３週間を要した。これは、道路損壊が激しい地域の
復旧が後回しにされたことに加え、ガス管の中に泥水
が入り込む「差し水」被害への対応に苦慮したためと
される。 

 日本ガス協会関東中央部会、被害の尐なかった新潟県
内の６事業者が応援を実施 

図 新潟県中越地震における都市ガスの復旧状況 
（出典）内閣府「新潟県中越地震における防災関係機関の活動実態調査報告書」 

(平成17年3月) 

（出典）内閣府「新潟県中越地震における防災関係機関の活動実態調査報告書」 
(平成17年3月) 

 都市ガス被害、復旧状況 

過去の地方都市に
おける地震災害 

新潟県中越地震 
(平成16年10月23日) 

福岡県西方沖地震 
(平成17年3月20日) 

能登半島地震 
(平成19年3月25日) 

新潟県中越沖地震 
(平成19年7月16日) 

岩手･宮城内陸地震 
(平成20年6月14日) 

都市ガス停止戸数 約56,800戸 
なし 
 ※簡易ガス88戸 

なし 

 ※簡易ガス149戸 
   LPガス304戸 

31,179戸 
 － 
※発災翌日までに1

件を除き復旧 

 新潟県中越沖地震(平成１９年７月１６日) 
• 31,179戸が停止 

 地震直後から、全国のガス事業者、日本ガス協会、新潟県ガス協会が柏崎市と刈羽村の復旧作業に従
事し、最大で２,６００人の応援隊が派遣された。 

 復旧のスピードは中越大震災のときより早く、おおむね４週間（８月１０日）で復旧率は８０％を超
えた。残り２０％の復旧困難な地域も、８月２７日には復旧した。 

（出典）新潟県「新潟県中越沖地震」(平成21年3月) 34 



３． ライフライン・インフラの早期復旧に係る対策の方向性 

• 他の地方公共団体からの職員派遣や、事業者同士の応援等により、人
員や資機材（電源車等）を確保し、復旧を図った結果、地震発生から
数日間で大部分の復旧を達成している。 

• 一方で、簡易水道事業のように、相互応援協定がない分野において、
応援や支援の動きが遅れたために、復旧そのものが遅れるケースがあ
る。 

• ライフライン・インフラ復旧時の調整を行うための会議が、関係機関
の間で行われている。 

（過去の災害におけるライフライン・インフラの復旧状況） 

 ライフライン・インフラの早期復旧を目的とした、関係機関間での事前の
相互応援協定等が有効である。 

 面的な整備（港湾、河川の復旧など）や、中山間地の復旧等においては、
様々な機関が復旧に関連するため、連絡調整会議等を通じて情報交換
を行うしくみが有効である。 

【ライフライン・インフラの早期復旧に係る対策の方向性】 
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 山古志インフラ復旧調整会議（新潟県中越地震） 
   主催・事務局：新潟県長岡地域振興局（災害復旧部道路復旧第二課：当時） 

 新潟県中越地震で被災した、長岡市山古志地域のインフラ復旧を早期かつ円滑に進め、中山間地における
復旧・復興のモデルとなるよう事業調整を行うために設置（平成１７年１月２１日） 

   （メンバー） 

• 北陸地方整備局長岡国道事務所・湯沢砂防事務所 
• 中越森林管理署 
• 新潟県総合政策部・魚沼地域振興局・長岡地域振興局 
• 長岡市山古志支所 
• 小千谷市 
• 東北電力（株）長岡営業所 
• ＮＴＴ東日本（株）新潟支店 
• （株）ＮＴＴドコモ新潟支店 
• ボーダフォン（株）東北技術部 

 
 

 調整会議では、以下の事項等が連絡調整された。 
• 入場者、入場車両の管理、入村許可証の発行 
• 通信手段、電力確保 
• 復旧工事スケジュール 
• 集落への連絡道路の状況 
• 工事用車両のルート、一時帰村者のルート 
• 住民への工事説明 等 

 

（出典）北陸地方整備局「新潟県中越地震－北陸地方整備局のこの１年－」 

 ライフライン・インフラの早期復旧に係る調整 

（出典）森 俊勇（財団法人 砂防フロンティア整備推進機構）ほか「中越地震後の対応において砂防が果した防災面以外の効用」 
財団法人 砂防フロンティア整備推進機構ホームページ 

３． ライフライン・インフラの早期復旧に係る対策の方向性 
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 宮城県沿岸域現地連絡調整会議 （東日本大震災） 
 宮城県沿岸域の応急対策としては，海岸保全施設の復旧のみならず，内水対策を含めた面的な対応が必要

であることから，東北地方整備局，東北農政局及び宮城県がお互いに情報を共有し，復旧に向けた情報交
換や応急復旧工事等，多岐にわたる連絡調整を図りつつ，早期復旧を目指し，東北地方整備局が一体と
なって「宮城県沿岸域現地絡調整会議」を開催することとした。 
 

   

（参加機関） 
• 宮城県農林水産部、土木部 
• 仙台地方振興事務所 
• 仙台市建設局下水道経営部 
• 農林水産省水産庁漁港漁場整備部 
• 東北森林管理局森林整備部 
• 仙台森林管理署 
• 東北農政局整備部 
• 土地改良技術事務所 
• 国土交通省気象庁仙台管区気象台 
• 東京航空局仙台空港事務所 
• 東北地方整備局建政部、河川部、港湾空港部 
• 仙台河川国道事務所、北上川下流河川事務所 

 これまでに、地盤沈下対応（土嚢設置）、堤防の 
 応急復旧工事、農業・雤水用排水機場の復旧等を 
 実施している。 

 

（出典）宮城県土木部「東日本大震災の記録（暫定版）」 

（出典）東北地方整備局「「仙台湾沿岸低平地の浸水被害軽減に向けて」～関係機関の連携による７つの取り組み～ 」平成２３年５月３０日 

３． ライフライン・インフラの早期復旧に係る対策の方向性 
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